







―経済産業省「ソーシャルビジネス 55 選」事業団体で働く女性の事例― 
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Relationship Analysis between "Gender Role Consciousness" and 
"Community Service Consciousness" of Women Participating in 
Social Contribution Business 
― A Case Study of Women Working in the Business Groups of 'Social Business 


































































































                                                   
3 経産省が SB の普及や関心を高める目的で、社会や地域課題の解決をビジネス手法により解決に取組む事業
団体を公募、先進的な取組みを行っている 55 の事業団体を選定。事業団体毎の取組み概要を小冊子にまと














2016 年 12 月に郵送調査法による調査を実施した（無記名式の紙アンケート）。事業団
体に、①経営者向けの事業団体概要に関するアンケート ②女性就労者向けアンケ－ト 
を送付 4、11 団体の女性就労者 113 名から回答を得た。団体からの回収率は 20%であっ
た。有効回答者 106 名の平均年齢は 47.6 才±4.10 である 5。母集団は千数百人程度と推定
する 6(推定回収率は 10%)。 
 
3.3. 分析方法 










補助線として、①人口統計学的要因 ②社会階層的要因 ③地域関係的要因 ④活動分野
による要因 の社会構造・背景も分析視点として加えた。仮説のいずれもが 2 変数の関係
                                                   
4 女性就労者向けは 20 枚/組織の送付とした。経営実態調査（日本政策金融公庫総合研究所,2014）は、年間
収入 1,000 万円 
以上を基準に、株式会社、有限会社、合資会社、合名会社、合同会社、企業組合、一般社団法人、特定非営
利活動法人 5,000 社を対象にアンケートを実施、回答企業 1,130 社の平均従業員数は 20.1 人/社であった。
この人数に準拠した。 
5 相対度数分布表から算出。アンケートでは 20 才以下及び 70 才以上は階級設定をしておらず、70 才以上は
75 才を階級値とした。20 才以下の回答者はいなかった。 
6 正確には 1,106 人になる。母集団推定計算は、20.1 人/組織 x SB 選事業団体 55＝1,105.5 人。尚、この場合





















1 のフルタイムの折れ線が世代分類の基準である。傾斜角度が 0 に近い 3 つの踊り場が各
「世代」となる。本稿では、20 代～30 代を「世代Ⅰ」、40 代～50 代を「世代Ⅱ」、60 代
回答形式 選択肢
分類 番号
1 職場の方針や施策決定に参加できるか、できないか 多項選択 5
2 　　設問1.回答理由 (「参加できる」「やや参加できる」回答者) 無制限複数 8
3 考えや意見は、職場の作業の進め方、やり方等に反映されるか、反映されないか 多項選択 5
4 　　設問3.回答理由 (「参加できる」「反映されない」「やや反映されない」回答者) 無制限複数 8
5 今の職場は働きやすいか、働きにくいか 多項選択 5
6 　　設問5.回答理由 (「働きやすい」「やや働きやすい」回答者) 無制限複数 13
7 　　設問5.回答理由 (「働きにくい」「やや働きにくい」回答者) 無制限複数 13
8 今の仕事にやりがいを感じているか、感じていないか 多項選択 5
9 　　設問8.回答理由 (「感じている」「やや感じている」回答者) 無制限複数 11
10 　　設問8.回答理由 (「感じていない」「やや感じていない」回答者) 無制限複数 11
11 現在どのような形態で働いているか 多項選択 6
12 理想とする結婚・職業観 多項選択 6
13 現在の結婚・就業状況 多項選択 6
14 「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」と思うか、思わないか 多項選択 5
15 家庭で女性が行った方が良い事項 無制限複数 8
16 家庭で男性が行った方が良い事項 無制限複数 8
17 社会のために役立つことをしたいと思うか、思わないか 多項選択 5
18 　　設問17.回答理由 (「思う」「やや思う」回答者) 無制限複数 7
19 社会のために役立つことをしているか、していないか 無制限複数 7
20 　　設問19.回答理由と「している」「ややしている」場合、具体的事例 文字記入 5
21 町内会や自治会等の地域活動に自発的に参加しているか、いないか 多項選択 5
22 「個人の利益」よりも「公共の利益」を優先すべきと思うか、思わないか 多項選択 5





1 年齢 多項選択 7
2 最終学歴 多項選択 7
3 同居家族 無制限複数 14
4 世帯収入(年収) 多項選択 5
5 回答者収入(年収) 多項選択 6
6 現在の就業形態 多項選択 9
7 現在の職種 多項選択 7
8 製品やサービスが顧客等に提供されるまでに携わる業務 無制限複数 12
9 平均労働時間(1週間当たり) 多項選択 5
10 職場で働いている目的 無制限複数 6


















この世代による特徴の違いは、図 3 の就労目的の設問に対する回答 7で明らかになる。








収 400 万円未満（55%が 200 万円未満）、それでも、「働きやすさ」「働きがい」は、共に
約 75%が肯定的（否定的な回答は、それぞれ約 5%、約 4%）で、女性が職場の方針決定や
仕事の進め方等に、性別を理由にそこへの参画や意見反映の機会を奪われているという回
答はほぼ無かった 9。 















 相関係数は表 2 の通りである。有効回答者 106 名の全体では、仮説 1～3 は、ほとんど
相関がなく、母集団でも意味のある相関が認められなかった（仮説 1 t(104)=-.89, n.s. 仮説










会起業家支援」（t(15)=-3.57, p<.01）の 4 セグメントである。仮説 2 では、同様に相関の強
弱に幅があるが、母集団でも意味がある相関が認められるのは、弱い相関の「役員・正従
業員」（t(49)=2.41, p<.05）と「地域活性化」（t(61)=2.09, p<.05）、中程度の相関の「30～39
才」（t(15)=1.91, p<.05）、 「専門職」（t(16)=2.24, p<.05）、そして「住民課題解決」（t(7)=-
2.02, p<.10）の 5 セグメントである。仮説 3 は、仮説 1、2 に同様に強度が異なる相関が
認められ、また母集団でも意味がある相関が認められるのは、中間程度の相関の「派遣社
員・契約社員」（t(12)=2.13, p<.10）、「パートタイム・アルバイト」（t(20)=-2,59 p<.05）、そ
して「社会起業家支援」（t(15)=1.93, p<.10）、強い相関がある「世帯収入 800 万円以上」
（t(2)=0.67, p<.01）の 4 セグメントである。 
分類 有効回答数(n) 仮説1 仮説2 仮説3
全体 106 -0.087 0.146 0.024
世代Ⅰ 39 -0.024 0.275* 0.152
世代Ⅱ 38 -0.065 -0.029 -0.027








         
(n=65)
分担 片寄 対等 分担 片寄 対等 分担 片寄 対等








































































































20～29才 30～39才 40～49才 50～59才 60～69才 70才～
n=22 n=17 n=20 n=18 n=16 n=13
1 -0.069 -0.371 0.069 -0.214 0.132 -0.124
2 0.175 0.422* 0.206 -0.278 0.126 0.178








1 -0.114 0.352* -0.220
2 0.178 0.223 0.223
3 -0.069 0.077 -0.145
～200万円 200～399万円 400～599万円 600～799万円 800万円～
n=12 n=31 n=21 n=16 n=4
(年収) 1 0.101 -0.053 -0.207 -0.106 0.707
2 0.324 0.168 0.049 0.043 0.426
3 -0.125 -0.033 0.101 -0.114 -1***
～199万円 200～399万円
n=55 n=42
(年収) 1 -0.037 -0.053
2 0.158 0.221
3 -0.134 0.178
役員・正従 派遣・契約 ﾊﾟ-ﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・ｲﾝﾀ-
n=51 n=14 n=22 n=20
1 0.034 -0.06 0.056 -0.401
2 0.325** 0.407 -0.080 -0.079
3 0.011 0.524* -0.501** 0.132
経営/役員・管理 専門職 事務職 営業職 技能・労務職
n=7 n=18 n=31 n=4 n=16
1 -0.251 0.075 -0.486*** 0.688 0.324
2 -0.014 0.489** -0.167 0.803 0.360
3 0.085 0.233 -0.123 0.651 -0.212
参加 中間 不参加
n=53 n=9 n=45
1 -0.141 0 -0.189
2 0.049 0.229 0.183
3 0.145 -0.349 0.024
地域活性化 住民課題解決 社会仕組作り 社会起業家支援
n=63 n=9 n=24 n=17
1 0.025 -0.359 0.067 -0.678***
2 0.259** -0.607* 0.296 -0.267












































 数量的分析の結果を視覚的に見た場合の相関は表 4 の通りである。これは意識と行動形
態の組合せによる入子型マトリックス（分布図）である。データを大分類 9（分類Ⅰで社
会貢献意識の高低、性役割意識の位置付けによる各 3 段階での組合せ）と小分類 9（分類
Ⅱで社会貢献の行動実践と、性別役割分業の各 3 段階での組合せ）による 9x9=81 類型に
分類、該当する類型にプロットした。 
     
 プロットした分布図では、86%のデータが縦軸の類型記号 A～C、横軸の類型番号 1
～9 の領域に分布した。性役割意識に関わりなく社会貢献意識が高いことを示す。そ
の比率は、性役割意識の「伝統」「中間」「非伝統」で 2:3:5 の比率である。2 つの意識
の関係を見ると、分布図全体では、視覚的に x の増加に伴い y が増加する傾向は認め
られず、仮説Ⅰの数量分析の結果を支持している。尚、青色＝世代Ⅰは、G2 から右肩





以上のように、数量・視覚による相関の検証の結果、3 つの仮説は、有効回答者 106 名
の全体を対象とした場合、支持されなかった。但し、個別セグメントでは一部支持される
事例があった。 
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